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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗︓改善　↘︓悪化　→︓変化なし　―︓数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位︓千円、⼈）

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等 合計

（予算現額） うち一般財源
195,965 4,371,054 △ 1,031,015 3,536,004 2,602,859 2,690,425

10.0
R4年度 0 2,654,114 1,510,065 4,164,179 1,997,553 2,259,296 10.0
R3年度 0 2,394,297 1,071,033 3,465,330 2,050,495 2,561,909

10.0R5年度

事業番号 04 09 02 事業改善シート（令和５年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・共働き世帯の増加や核家族化の進展等に伴う家族形態の変化により、安心して子育てができる環境が求められている。
・児童クラブ等利⽤数の増加や施設の⽼朽化により、放課後児童⽀援員の質の確保および施設整備が必要である。
・幼児期における自然を活⽤した保育については、社会的認知や保育の質の向上を図る必要がある。

社会全体で子どもの育ちを⽀え、次世代を担う子どもたちが安心して暮らすことのできる社会の実現

① 人材確保や子育て家庭への支援に関する総合的な対策の推進

pref.nagano.lg.jpkodomo-katei

　・研修事業、広報事業の実施
　・幼児教育無償化に対応するため、認可外保育施設利⽤者に対する保育料負担軽減事業を実施

　・質の⾼い保育を確保するため、国基準以上に保育⼠を配置する私⽴保育所等を⽀援
  ・新規資格取得者の確保策として学⽣へ保育⼠修学資⾦を貸付け
  ・離職者等潜在保育⼠の再就職⽀援策として保育⼠⼈材バンクを運営
　・病児保育など市町村が⾏う幅広い子育て⽀援策の取組を引き続き⽀援
　・家事･育児等に対して不安･負担を抱えながら子育てを⾏う家庭等を⽀援
② 放課後児童対策の推進
　・児童館等の施設整備を⽀援
　・放課後児童⽀援員認定資格研修を実施

E-mail

実績 実績 推移
R5年度
目標値

若者の結婚・出産・子育ての希望実現

一⼈ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの
推進
一⼈ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの
推進

5-1①

No.

4-1①

5-1①

施策分野（施策の総合的展開名）

事　業　名 安心して子育てができる環境づくり事業 部局 県⺠⽂化部
こども若者局 課・室 こども・家庭課

実施期間 〜

達成
状況 目標値設定理由

R5年度
実績 推移

③ 信州やまほいくの普及推進

単位
R3年度 R4年度

No. 指標名

年 数値
2023
(R5) 57.3
2023
(R5) 298

直近３か年の状況
年 数値

2022
(R4) 55.5
2022
(R4) 270

目標
年 数値

2027
(R9) 40
2027
(R9) 330

2021
(R3) 41 2027

(R9) 772023
(R5) 462022

(R4) 43

達成目標
（★印が付いているものは主要目標）

理想の子ども数を持てない理由として経済的負担を
挙げた⼈の割合

★信州型自然保育(信州やまほいく)認定園数

★信州型自然保育(信州やまほいく)認定園の所在
市町村数

2021
(R3)

年 数値
2021
(R3) 51.0

単位

％

園

市町村

241

第２期子ども・子育て⽀援事業⽀援計画において、令和６年度
までに90.9%を達成目標としている。

第２期子ども・子育て⽀援事業⽀援計画において、令和６年度
までに44,200⼈の利⽤可能を達成目標としており、令和５年度
はコロナ禍前と同程度以上を目標とする。

R4年度の⾒込値と同程度以上を目標とする。

①

②

③

未達成

達成

達成

90.9

43,700

700

→

↗

↗

89.6

39,844

700

88.3

38,671

584

89.6

44,979

887

↗

↗

↗

％

⼈

⼈

病児・病後児保育利⽤可能市
町村割合
放課後子どもプラン利⽤可能児
童数
信州やまほいく研修交流会等の
参加者数

不明



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性
(1) 上記７、８及び県⺠の意⾒等を踏まえた課題
・病児保育を⾏う医療機関等がなく、病児保育を利⽤できない地域がある。
・信州やまほいく認定制度の申請率が低い地域があるため、認定を受けていない園に対する働きかけをさらに⾏っていく必要がある。
・引き続き、放課後子どもプラン利⽤可能児童数の増加に向けて取り組んでいく必要がある。

(2) 事業改善の方策
・病児保育の新設等を⾏う市町村に対し、施設整備などの⽀援を⾏うとともに、広域連携やﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業を活⽤した
 取組に対し助⾔等を⾏う。また、他の市町村の特徴的な取組について、市町村に対し情報共有を⾏う。
・認定を受けていない園への訪問数を増やして働きかけを強化する。また、申請関係書類の簡素化を図る。
・引き続き児童館や放課後児童クラブの施設整備の補助等を⾏い、児童が安心して利⽤できる施設の体制づくりを⽀援する。

やまほいくの新規認定申請を⾏う園が増加傾向にある中、研修希望者の意⾒を聴き取り、研修講師や内容の選定に活かすことで、参
加者増加を達成した。

感染対策に係る経費や実施場所の施設整備の補助を⾏い、児童が安心して利⽤できる施設の体制づくりを⽀援したことにより、利⽤
可能児童数は前年度から増加して44,979⼈となり、目標を達成した。

指標③ 信州やまほいく研修交流会等の参加者数 R4年度推移 ↗ R5年度推移 ↗ 達成状況 達成

実施主体である市町村が子ども・子育て⽀援事業計画に基づき取り組んでいる。県は運営費や施設整備費を補助することで市町村を
⽀援しているが、新たに利⽤可能となった市町村がなく、目標が達成できなかった。

指標② 放課後子どもプラン利⽤可能児童数 R4年度推移 ↗ R5年度推移 ↗ 達成状況 達成

① 人材確保や子育て家庭への支援に関する総合的な対策の推進
　・新規資格取得者の確保策として、学⽣への保育⼠修学資⾦を99⼈に貸付決定し、保育⼠資格取得者の増加に貢献した。
　・離職者等潜在保育⼠の再就職⽀援策として、保育⼠⼈材バンクにおいて、令和５年度の保育⼠資格取得者（800⼈あまり）
　 等に対し、バンクへの登録を依頼した結果、新規登録者が40⼈増加し、累計で1,503⼈となった。

② 放課後児童対策の推進

③ 信州やまほいくの普及推進

 県⺠⽂化部こども若者局 課・室 こども・家庭課

　・自然保育専門研修を26回、信州やまほいく交流研修会等を３回開催し、
　　アンケートでは「自然保育に関する理解が深まった」等の好評を得られた。
　・信州やまほいく認定園である認可外保育施設11園のうち、幼児教育無償化
　　対象外の利⽤者計31名に保育料負担軽減のための補助を⾏った。

　・児童館２件、放課後児童クラブ６件の施設整備を⽀援し、利⽤可能⼈数の増加等を達成した。
　・放課後児童⽀援員認定資格研修を県内３会場で実施し、新たに218名を放課後児童⽀援員として認定した。

事業番号 04 09 02

R5年度推移 → 達成状況 未達成指標① 病児・病後児保育利⽤可能市町村割合 R4年度推移 ↗

事業改善シート（令和５年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 安心して子育てができる環境づくり事業 部局

自然保育専門研修



千円 千円 千円

1

千円

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

30,704 28,150 30,092

千円 千円 千円

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

90,080 57,960 12,606

細事業
No. 細事業名

2 保育士対策事業

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

4,500 3,548 5,830

No.

4

1

事　業　名 安心して子育てができる環境づくり事業
事業番号 04 09 02 細事業⼀覧（令和５年度実施事業分）

R3年度
決算額

114,603――

千円千円千円
細事業を構成する主な取組

⼈件費補助

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

1

細事業
No. 細事業名

保育士加配支援事業

No. 実施方法

千円

部局  県⺠⽂化部こども若者局 課・室 こども・家庭課

令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

質の⾼い保育の確保に向け、０〜１歳児保育について国基準以上に保育⼠を配
置する私⽴保育所等を⽀援

実施市町村数︓15市町　補助額︓114,603千円
補助⾦

R5年度
決算額

R4年度
決算額

千円
No.

実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

細事業
No. 細事業名

3 保育専門相談員設置事業

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 保育⼠等の資質向上事業
保育⼠等の資質向上を図るため、保育所一般保育⼠研修、保育所給食担当者
研修、保育⼠等キャリアアップの各種研修会を実施した。直接

No. 細事業を構成する主な取組

研修開催︓46回

2 社会福祉施設代替職員雇⽤事業
社会福祉施設の保育⼠等が産休・病休を取得する場合の代替職員の雇⽤費に対
し補助を⾏った。補助⾦
補助施設数︓７施設　補助額︓3,676千円

保育専門相談員の設置
保育専門相談員を9名（保育︓8名、給食1名）配置し、保育所等へ相談・助
⾔を実施した。直接
保育所等巡回数︓435回

2 家庭保育保護者⽀援事業
家庭保育保護者の一時預かり事業等の利⽤料の補助を市町村に対して⾏った。

補助⾦
実施市町村数︓11　　補助額︓1,344千円

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 認可外保育施設児童処遇向上事業
認可外保育施設の運営費、施設整備費に対する補助を市町村に対して⾏った。

補助⾦
実施市町村数︓5　　補助額︓5,322千円

子育て支援総合助成⾦事業

細事業
No. 細事業名



10 保育⼠修学資⾦貸付等事業

保育⼠養成校の学⽣に対する修学資⾦の貸付や、潜在保育⼠が県内保育所等
に再就職する際の就職準備⾦の貸付等を⾏うため、事業実施主体である⻑野県
社会福祉事業団に貸付原資を補助した。補助⾦
貸付件数︓111件　　補助額︓138,183千円

7 保育所等におけるICT化推進事業

地域の実情に応じた多様な保育需要に対応するため、保育所等におけるＩＣＴ化
を推進し、子どもを安心して育てることができる環境整備を⾏うための補助について、
申請がなかったため実施しなかった。補助⾦

8 保育所等における要⽀援児童等対応
推進事業

保育⼠等が有する専門性を⽣かした保護者の状況に応じた相談⽀援などの業務を
⾏う地域連携推進員の配置に係る費⽤を補助した。補助⾦
補助市町村数︓2　　補助額︓4,625千円

5 認可外保育施設衛⽣・安全対策事
業

認可外保育施設の職員の健康診断の実施に対する補助を市町村に対して⾏っ
た。補助⾦
実施市町村数︓２　　補助額︓33千円

6 保育環境改善事業

障がい児の受け⼊れや、病児・病後児保育事業（体調不良児対応型）に必要な
改修、設備の整備等に対する補助を市町村に対して⾏った。
睡眠中の事故防止対策に必要な機器の購⼊等に係る経費の補助を、認可外保
育施設に対して⾏った。

補助⾦

実施市町村数︓31　　補助額︓23,349千円　施設数︓5　補助額︓689千円　

2

3 保育補助者雇上強化事業
保育⼠の勤務環境改善のための保育補助者の雇上げに対し、補助を実施した。補助⾦
実施市町村数︓１　　補助額︓777千円

4 医療的ケア児保育⽀援事業
保育所等において医療的ケア児の受⼊れを可能とする体制を整備するため、看護
師等を保育所等に派遣する取組に対する補助を市町村に対して⾏った。補助⾦
実施市町村数︓12　　補助額︓31,929千円

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

72,907 75,517 77,293

千円 千円 千円

補助市町村数︓65市町村

細事業
No. 細事業名

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 第3子以降の保育料減免
市町村が、複数の子どもの同時⼊所を要件とせずに第3子以降の保育料を軽減し
た場合に、その軽減に係る経費（上限月額3千円）を補助した。補助⾦

5 多子世帯保育料減免事業

細事業
No. 細事業名

6 保育対策総合支援事業

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

51,894 215,139 206,443

千円 千円 千円

保育体制強化事業
市町村以外の者が設置する保育所等が、保育⽀援者の配置に要する費⽤に対し
⾏う補助について、申請がなかったため実施しなかった。補助⾦

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 保育教諭確保のための保育⼠資格
取得⽀援事業

特例制度を活⽤して保育⼠資格を取得する際の受講料等に対する補助及びその
補助対象者の代替教諭の雇⽤に対する補助について、申請がなかったため実施し
なかった。補助⾦

11 社会福祉施設等感染拡大防止対策
事業

・認可外保育施設に対し衛⽣⽤品・備品を配布した。
・保育所等における感染防止のための衛⽣⽤品および感染症対策の徹底を図りな
がら事業を継続的に実施していくために必要な経費等を補助した。補助⾦
補助件数︓7件  補助額︓1,885千円

9 保育⼠資格取得に係るシステム改修
保育⼠試験の申請手続や保育⼠資格の登録申請の届出等について、オンラインに
よる手続きを可能とするためのシステム改修費に対する補助を⾏った。補助⾦
補助対象団体︓１　　補助額︓158千円

12 保育⼠⼈材バンクの設置

年度途中をはじめとする保育⼠確保に対応するため、保育⼠⼈材バンクの運営を
（福）⻑野県社会福祉協議会に委託し、潜在保育⼠の再就職⽀援等を実施し
た。委託
マッチング数︓40名



11 地域子育て⽀援拠点事業
・乳幼児と保護者が相互に交流する場所を開設し、子育ての相談、情報の提供、
助⾔等の実施に対する補助交付⾦
実施市町村数︓58市町村　補助額︓262,544千円

12 病児保育事業
・病院・保育所等に付設された専⽤スペース等において、看護師等による病児の一
時的な保育の実施に対する補助交付⾦
実施市町村数︓29市町村　補助額︓108,060千円

10 一時預かり事業
・家庭での保育が一時的に困難となった乳幼児の保育所等での一時預かりに対す
る補助交付⾦
実施市町村数︓46市町村　補助額︓158,448千円

・世帯所得の状況等を勘案して、保育所等に保護者が⽀払う保育に必要な物品
購⼊等の費⽤に対する補助交付⾦
実施市町村数︓14市町村　補助額︓7,796千円

4 多様な事業者の参⼊促進・能⼒活⽤
事業

・多様な事業者の新規参⼊や、特別な⽀援が必要な子どもを受け⼊れる認定こども
園の設置者に対する補助交付⾦
実施市町村数︓3市町村　補助額︓1,634千円

8 養育⽀援訪問事業
・養育⽀援が特に必要な家庭を訪問し、養育に関する指導・助⾔等の実施に対す
る補助交付⾦
実施市町村数︓33市町村　補助額︓9,503千円

・保護者の疾病等で、家庭で養育を受けることが一時的に困難となった児童の児童
養護施設等での保護に対する補助交付⾦
実施市町村数︓26市町村　補助額︓3,215千円

7 乳児家庭全⼾訪問事業

1 利⽤者⽀援者事業
・子どもと保護者が利⽤できる⾝近な保育所や地域の子育て⽀援事業等の情報提
供・相談・助⾔等に対する補助交付⾦
実施市町村数︓43市町村　補助額︓55,261千円

2 延⻑保育事業 ・通常の時間以外の保育所等での保育に対する補助交付⾦
実施市町村数︓20市町村　補助額︓54,497千円

3 実費徴収に係る補足給付事業

実施市町村数︓21市町村　補助額︓20,112千円

・⽣後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て⽀援に関する情報提
供や養育環境等の把握に対する補助交付⾦
実施市町村数︓41市町村　補助額︓11,862千円

15 子育て⽀援員認定研修
・保育や子育て⽀援分野の事業に従事する者又は従事希望者に対し、必要な知
識や技能等を修得するための研修を実施交付⾦
認定者数︓174⼈

実施市町村数︓30市町村　補助額︓25,053千円

14 社会福祉施設等感染拡大防止対策
事業

・新型コロナ対策に伴う⼩学校の臨時休業等に伴い、放課後児童健全育成事業
等の運営で追加で⽣じる経費等に対する補助交付⾦
実施市町村数︓6市町村　　補助額︓1,131千円

9 子どもを守る地域ネットワーク機能強
化事業

・要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図
るため、職員や関係機関の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化に対する
補助交付⾦

細事業
No. 細事業名

7 子ども・子育て支援事業

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

1,633,259 1,797,284 2,055,463

千円 千円 千円
No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

13 ファミリー・サポート・センター事業
・子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を希望する者と援助を⾏
うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整に対する補助交付⾦

5 放課後児童健全育成事業
・保護者が労働等により昼間家庭にいない⼩学⽣に対し、授業の終了後に⼩学校
の余裕教室、児童館等を利⽤した適切な遊びと⽣活の場の提供に対する補助交付⾦

16 出産・子育て応援事業
・安心して出産・子育てができるよう、市町村が妊婦や子育て家庭に対して一体的
に⾏う伴⾛型相談⽀援と経済的⽀援の経費に対する補助を⾏った。補助⾦
補助市町村数︓77市町村　補助額︓321,664千円

実施市町村数︓65市町村　補助額︓859,588千円

6 子育て短期⽀援事業



⽀援員が、家事・育児等に対して不安・負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤング
ケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するととも
に、家事・育児等⽀援の実施を⽀援補助⾦

実施市町村数︓12　　補助額︓8,336千円

1 ⺟子保健･児童福祉一体的相談⽀
援機関整備事業

子育て世代包括⽀援センター及び市町村子ども家庭総合⽀援拠点の双方の機能
を一体的に有する施設の整備費等を⽀援補助⾦
実施市町村数︓3　　補助額︓51,415千円

2 ⺟子保健･児童福祉一体的相談⽀
援機関運営事業

⺟子保健と児童福祉の一元的なマネジメント体制の構築を図る市町村の相談⽀
援機関に対して、統括⽀援員の配置等に必要な費⽤を⽀援補助⾦
実施市町村数︓2　　補助額︓1,469千円

子育て短期⽀援事業の安定的な提供体制の整備を推進するため、子育て短期⽀
援専⽤の居室の整備費等を⽀援補助⾦
実施市町村数︓1　　補助額︓25,592千円

6 子育て短期⽀援臨時特例事業
子育て短期⽀援事業のサービスの充実を図るため、専⽤⼈員の配置や、親子利⽤
等多様化する⽀援ニーに対する⽀援について、申請がなかったため実施しなかった。補助⾦

8 子育て家庭支援体制構築事業 495,650

3 子育て世帯訪問⽀援臨時特例事業

細事業
No. 細事業名 R3年度

決算額
R4年度
決算額

R5年度
決算額

18,251 89,848

千円 千円 千円

実施市町村数︓5　　補助額︓2,200千円

8 特定妊婦等⽀援整備事業
⽀援の必要性の⾼い妊産婦への心理的ケアや、⽣活相談⽀援等を⾏う居場所の
整備費等に対する⽀援について、申請がなかったため実施しなかった。補助⾦

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

7 一時預かり利⽤者負担軽減事業
利⽤者負担額について、所得等に応じた軽減を⾏った際の減免相当額を⽀援

補助⾦

4 保護者⽀援臨時特例事業
グループワーク、個別のロールプレイ等を内容としたペアレントトレーニングを提供するこ
とにより、健全な親子関係の形成等を⽀援補助⾦
実施市町村数︓5　　補助額︓836千円

5 子育て短期⽀援整備事業

細事業
No. 細事業名

9 放課後児童支援員認定研修事業

9 特定妊婦等⽀援臨時特例事業

⽀援の必要性の⾼い妊産婦への⽣活相談⽀援等を⾏うための看護師等の配置
や、妊産婦を受け⼊れた際に要する⽣活費等に対する⽀援について、申請がなかっ
たため実施しなかった。補助⾦

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

5,500 5,500 5,500

千円 千円 千円
No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 研修委託料
放課後児童クラブに勤務する⽀援員を認定するための研修を実施した。

委託
研修回数︓3回　研修修了者︓218名



細事業
No. 細事業名

10 児童館等施設整備事業

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

87,262 26,111 60,118

千円 千円 千円
No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

細事業
No. 細事業名

11 信州やまほいく（信州型自然保育）普及事業

1 施設整備補助

子どもの安全・安心な居場所を確保し、健全な遊びや⽣活の場を与えて健康増進
や情操を豊かにするため、市町村の⾏う児童館・児童センター・児童クラブの施設整
備について補助を⾏った。補助⾦

補助市町村数︓６

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

25,853 31,836 32,629

千円 千円 千円
No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 認定団体への助成等
認定園の保育環境等向上のための助成や幼児教育無償化に対応するための認可
外保育施設利⽤者の保育料負担軽減事業、研修事業、広報事業等を⾏った。補助⾦

保育者の処遇向上のための補助︓９団体　補助額︓18,382千円


